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調査概要
• 調査目的：津波リスクのない内陸部の「防災対策推進地域」の住民を対象に、2025年8月

8日に発表された「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」に対する認
知・行動や南海トラフ地震についての意識を調査する。

• 調査対象：楽天インサイトに登録しているアンケートモニター
南海トラフ地震防災対策推進地域に指定されている自治体のうち6市の住民
 （岡谷市／飯田市／諏訪市／伊那市／駒ヶ根市／茅野市）

• 調査手法：Webアンケート
• 調査期間：2024年11月18日～20日
• 回答数 ：558票（内訳は左記の通り）

※設問の作成にあたっては、比較対照のため関谷直也委員の
「南海トラフ地震臨時情報における住民の反応」（第18回会合資料）
を参考にさせていただきました。

https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/18/pdf/shiryo2_1.pdf

※本報告は「速報」であり、今後データを精査する過程
で数値が変わる可能性があります。

全体 558
岡谷市 81
飯田市 100
諏訪市 100
伊那市 100
駒ヶ根市 77
茅野市 100
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岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、駒ヶ根市、茅野市、
南佐久郡川上村、南牧村、諏訪郡下諏訪町、富士見町、原村
上伊那郡辰野町、箕輪町、飯島町、南箕輪村、中川村、宮田村
下伊那郡 松川町、高森町、阿南町、阿智村、平谷村、根羽村
下條村、売木村天龍村、泰阜村、喬木村、豊丘村、大鹿村、
木曽郡上松町、南木曽町、大桑村、木曽町 34市町村

今回の調査対象地域は、最大で震度6弱の
揺れが想定されている。

「海なし県」で推進地域があるのは
山梨県・長野県・岐阜県・滋賀県・奈良県

内閣府資料に加筆
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長野県には「推進地域」はあるが、重点受援県ではない

内閣府資料
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年齢

性別

職業

【回答者の属性】（ｎ=558)

3.69.1 21.7 27.2 24.9 13.4

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

65.9 34.1

男性 女性

（％）

（％）

2.3
0.4
0.0

9.3
45.2

7.9
2.2

9.1
0.2

6.8
16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

農業
林業
漁業

自営業
会社員
公務員

団体職員
主婦・主夫
生徒・学生

その他
無職

平均年齢 54.65歳
最小 20歳
最大 85歳
※50代が最多
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20.4 57.2 18.8 3.6

大きな被害を受ける ある程度被害を受ける あまり被害は受けない 被害は受けない

【１】南海トラフ地震の被害イメージ】
南海トラフ巨大地震が起きた場合、あなたがお住まいの市町村は被害を受けると思い
ますか。

「大きな被害」「ある程度の被害」で、約8割（77.6％）
諏訪市で「大きな被害を受ける」の回答が多数（35.0％）

岡谷市 81 14.8 54.3 23.5 7.4
飯田市 100 25.0 65.0 9.0 1.0
諏訪市 100 35.0 51.0 8.0 6.0
伊那市 100 16.0 57.0 23.0 4.0
駒ヶ根市 77 15.6 54.5 27.3 2.6
茅野市 100 14.0 60.0 25.0 1.0

（％）

（％）
（n=558）
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【２】「防災対策推進地域」の認知
あなたがお住まいの自治体は、政府が定める「南海トラフ地震防災対策推進地域」に
指定されていますか。

「推進地域」と認知しているのは３割
関谷委員の調査における「推進地域」より低い

関谷委員の報告より引用

31.7 15.1 53.2

はい いいえ わからない

（％）
（n=558）
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【３】臨時情報発表時の認知
あなたは、2024年8月8日に「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が発表
された当時、この情報を見聞きしましたか。

見聞きしたのは7割
関谷委員の調査の「非推進地域」と比べて認知度が低い

74.9 25.1

はい いいえ

（％）
（n=558）

関谷委員の報告より引用

7



【４】臨時情報を入手した方法
「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」をどのような方法で見聞きしましたか。
（複数回答）

「テレビ」が突出しているのは関谷委員の調査と同じ傾向
「スマートフォンのニュースサイト」が比較的多い

81.6
13.9

25.1
38.3

18.9
6.0
7.4
6.2
5.5
8.4

12.9
12.9

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

テレビ
ラジオ
新聞

スマートフォンのニュースサイト
スマートフォンの防災情報アプリ（Yahoo!防災速報、NHKニュース・…

政府のウェブサイト（気象庁など）
自治体のウェブサイト

YouTube
X（旧Twitter）やFacebookなどのソーシャルメディア

家族・友人・知人・職場の同僚
防災行政無線

自治体が防災情報を配信するメール
その他 （n=418）
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【５】臨時情報の受け止め
「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」を見聞きしたとき、どのように感じましたか。

遠い「日向灘」なので危機感がわかなかった人は2割強
その他の項目は関谷委員の調査とほぼ同じ傾向

14.6

23.9

53.3

12.9

4.3

4.8

18.7

5.5

5.7

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

南海トラフ巨大地震がすぐに起こると思った

長野県から遠い日向灘の地震がきっかけだというので、危機感がわかなかった

自分の住んでいる市でも被害が出るのではないかと思った

自分や家族の命があぶないと思った

日本が壊滅すると思った

情報の意味がよくわからなかった

どのような行動をとればいいのかわからなかった

自分の住んでいる地域には関係ないと思った

特に何も思わなかった

その他 （n=418）
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【６】巨大地震が発生する可能性
１週間のあいだに南海トラフで大きな地震が起きる確率はどのくらいあると思っていましたか。

「50％」が最も多い
関谷委員の調査とほぼ同じ傾向

1.72.4

8.47.26.7

23.9

3.6

16.5

6.26.5

17.0

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

（n=418）
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【７】情報認知後の行動
臨時情報を見聞きして１週間以内に、どのような行動をとりましたか。（複数回答）

63.2
41.6

6.7
6.2

12.0
4.5

15.3
6.5

13.2
6.9

27.0
19.9

12.2
5.3

8.4
14.6

0.0
3.6

0.7
17.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

テレビから情報を得た
インターネットから情報を得た

YouTube から情報を得た
X（旧Twitter）やFacebookなどのなどのソーシャルメディアから情報を得た

家具の転倒防止対策ができているか確認した
家具の転倒防止対策を新たに行った
避難場所や避難経路を確認した

避難生活を送るための避難所を確認した
家族との連絡方法を確認した

家族との待ち合わせ場所を確認した
水や食料などの備蓄を確認した

水を購入した
食料を購入した

非常持ち出し袋（防災用品のセット）を購入した
トイレットペーパーなどの日用品を購入した

ガソリンを満タンにした
自宅から避難した

旅行・帰省や遊びの予定を変更した
その他

特に何も行動はとらなかった

（8.6）

（）内の数字は関谷委員調査における
「推進地域」の数値を引用

（6.0）

（9.8）

（21.3）

（5.5）

（n=418）
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【８】「巨大地震警戒」の認知
「南海トラフ地震臨時情報」には、8月8日に発表された「巨大地震注意」のほかに、
もう一段階上の「巨大地震警戒」という情報があることを知っていますか。

「巨大地震警戒」があることをを知らない人が8割近く

21.9 78.1

知っている 知らない

（n=558）

12



【９】臨時情報の発表のしかた】
「南海トラフ地震臨時情報」の発表のしかたについて、あなたの考えに近いものを
選んでください。（複数回答）

「情報のわかりやすさ」や「とるべき行動」に関する情報を求める人が多い
「不確実でも情報を出してほしい」は３割

43.0

44.4

15.9

31.7

2.9

14.0

0.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

情報の意味がわかるようにしてほしい

どのような行動をとればいいかわかるようにしてほしい

不確実な情報なら出さないでほしい

不確実でもいいので、南海トラフ巨大地震に関する情報は出してほしい

不安になるので情報は出さないでほしい

特に考えていることはない

その他 （n=558）
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【10】南海トラフ地震についての懸念
南海トラフ巨大地震が起きた場合、あなたが心配しているのはどのようなことですか。

「水や食料」「ガソリンや燃料」の不足や「停電」への懸念が５割超
「集落の孤立」に関する懸念は低い

55.2
45.0

33.3
12.9

18.1
51.3

38.5
58.4

48.0
51.1

39.8
31.2

41.6
47.3

5.6
1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

住んでいる地域で甚大な被害が出る
道路や鉄道が不通になる
救助・救援に時間がかかる
住んでいる集落が孤立する

家族に高齢者や障害者、乳幼児がいるので不安である
停電で冷房や暖房が使えなくなる

スマートフォンや固定電話が使えなくなる
水や食料が手に入らなくなる
日用品が手に入らなくなる

ガソリンや燃料が手に入らなくなる
デマや誤った情報が広がる

社会が混乱して治安が悪くなる
経済活動が停滞する

復旧・復興に時間がかかる
特にない
その他
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まとめ
• 8割が「大きな被害」「ある程度の被害」を受けると考えており一定の危機感はある
• 自分の居住している市が「推進地域」だと認知している人は少ない（３割）
• 8月の「臨時情報」の認知は７割で、推進地域に指定されていない地域より低い
• 臨時情報を見聞きした人は、他の推進地域と比較しても積極的な行動
特に「ガソリン満タン」「家具の転倒防止」「避難場所・経路の確認」など

• ８割弱が「巨大地震警戒」の存在を知らない
• 不安が大きいのは「水や食料」「ガソリンや燃料」「停電」

※石油製品は神奈川・三重など沿岸部から鉄道で長野県内へ輸送
• 「集落の孤立」への不安は小さい ※災害時孤立可能性集落が全国最多（1163か所）

長野県において、他の推進地域と比較して南海トラフ地震に対する危機感
が特に低いとはいえない。臨時情報発表後の防災行動も積極的。ただし臨
時情報の入手や理解に課題がある。
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